
 １９ 

平成１６年３月期 個別財務諸表の概要 
平成１６年５月２８日 

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                
 （気配公表銘柄）                       本社所在地都道府県 
本社所在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号             東京都 
問い合わせ先  責任者役職名  取締役総務部長 
        氏 名        正 田 一 夫            ＴＥＬ（０３）３４３８-１０２１ 
決算取締役会開催日  平成１６年５月２８日        中間配当制度の有無  有･無 
定時株主総会開催日  平成１６年６月２８日       単元株制度採用の有無 有･無（１単元 １,０００株） 
 
１．１６年３月期の業績（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

( 1 )経営成績                       記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
 売 上 高 営 業 利 益        経 常 利 益        
 
１６年３月期 
１５年３月期 

百万円        % 
２０,０９９ （    ３.５） 
１９,４１８ （ △  ２.１） 

百万円        % 
   １３７ （ △   ７.６） 
   １４８ （  ３９２.２） 

百万円        % 
   ９０ （     ４.５） 
   ８７ （  ３４１.０） 

 
 
 

当 期 純 利 益 
１株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
 

１株当たり当期純利益 

株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

百万円   % 
 ４０（   ４０.６） 
２８（ １９２.９） 

円 銭 
５ ８６ 
４ ７６ 

円 銭 
 ― ― 
 ― ― 

% 
    ２.５ 
    １.８ 

% 
  １.１ 
  １.０ 

% 
  ０.５ 
  ０.４ 

（注）  1．期中平均株式数 １６年３月期 ５,９９０,０６１株 １５年３月期 ５,９９１,６１６株  
    2．会計処理の方法の変更  有･無 
    3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
     
( 2 )配当状況 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金  
 中 間 期 末 

配当金総額 
（年 間） 配 当 性 向 

株 主 資 本 
配 当 率 

 
１６年３月期 
１５年３月期 

円  銭 
   ５  ００ 
   ５  ００ 

円  銭 
  ―  ― 
  ―  ― 

円  銭 
 ５  ００ 
 ５  ００ 

百万円 
  ２９ 
  ２９ 

% 
  ７４.７ 
 １０５.０ 

% 
  １.８ 
  ２.０ 

 
( 3 )財政状態 
 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 
１６年３月期 
１５年３月期 

百万円 
  ８,４５１ 
  ８,４８９ 

百万円 
  １,６３３ 
  １,５３２ 

% 
    １９．３ 
    １８．１ 

円    銭 
  ２７２ ７３ 
  ２５５ ７６ 

（注）1．期末発行済株式数 １６年３月期 ５,９９０,０６１株 １５年３月期 ５,９９０,０６１株 
   2．期末自己株式数  １６年３月期    ９,９３９株  １５年３月期    ９,９３９株 

 

２．１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金   

売 上 高 
 

経 常 利 益 
 

当期純利益 中 間 期 末  
 

中 間 期 
通 期 

百万円    
  １０,５００ 

 ２２,０００ 

百万円    
     ６０ 
   １７５ 

百万円 
    ４０ 
  １１５ 

円  銭 
 ―  ― 
  ―  ― 

円  銭 
  ―  ― 
 ５  ００ 

円  銭 
  ―  ― 
  ５  ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  １９ 円 ２０ 銭 

※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 

 があります。 

 



 ２０ 

１．個別財務諸表等 

 

( 1 )貸借対照表 

（単位 千円） 

         期 別 
 
科 目 

 
前事業年度（A） 

（平成 1５年 3 月 31 日現在） 

 
当事業年度（B） 

（平成 1６年 3 月 31 日現在） 

 
比 較 増 減 
（B）―（A） 

〔 資 産 の 部 〕         
流 動 資 産 

 
７,６１８,９１２ 

 
７,４６３,５６４ 

 
△ １５５,３４７ 

   
  現 金 及 び 預 金 
  受 取 手 形 
  売 掛 金 

  商 品 
 繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

 

 
６３８,１４９ 

２,６２２,２３７ 
３,７７０,１８０ 

５６３,８４３ 
９８,３２２ 

― 
４,５２６ 

△ ７８,３４６ 
 

 
６０７,７７６ 
７２０,４４５ 

４,９５３,９１３ 
７０９,５８９ 
４４,６５１ 

５０５,９２２ 
２０,０１６ 

△ ９８,７５０ 
 

 
△ ３０,３７２ 

△ １,９０１,７９１ 
 １,１８３,７３３ 

１４５,７４５ 
△ ５３,６７０ 
５０５,９２２ 
１５,４９０ 

 △ ２０,４０４ 
 

固 定 資 産 ８７０,２３３ ９８７,９５３ １１７,７２０ 

 有 形 固 定 資 産 ４４４,６３５ ４３３,１３４ △ １１,５００ 

   
  建 物 
  構 築 物 
  機 械 装 置 
  車 両 運 搬 具 
  工 具 器 具 備 品 
  土 地 

 

 
２０５,０６７ 

６６６ 
６９５ 

２,６８５ 
３,０５５ 

２３２,４６４ 
 

 
１９５,３２７ 

６５６ 
６３５ 

１,４０５ 
２,６４６ 

２３２,４６４ 
 

 
△ ９,７４０ 

△ １０ 
△ ５９ 

△ １,２８０ 
△４０９ 

― 
 

 無 形 固 定 資 産 ３,６３５ ８,５７８ ４,９４３ 
   

 ソ フ ト ウ ェ ア 
電 話 加 入 権 

 

 
２７６ 

３,３５８ 
 

 
５,２１９ 
３,３５８ 

 

 
４,９４３ 

― 
 

 投 資 そ の 他 の 資 産 ４２１,９６２ ５４６,２３９ １２４,２７７ 

   
  投 資 有 価 証 券 
  関 係 会 社 株 式 
  従 業 員 長 期 貸 付 金 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

 

 
２５９,１２７ 
３８,６８６ 
１１,７３９ 
４４,３９２ 

１１５,１７３ 
△ ４７,１５７ 

 

 
４１４,１０４ 
５０,５２１ 
１４,０１５ 

― 
１１５,１９４ 

△ ４７,５９５ 
 

 
１５４,９７６ 
１１,８３５ 
２,２７５ 

△４４,３９２ 
２０ 

 △ ４３７ 
 

資 産 合 計 ８,４８９,１４５ ８,４５１,５１８ △ ３７,６２７ 

 

 



 ２１ 

（単位 千円） 

         期 別 
 
科 目 

 
前事業年度（A） 

（平成 1５年 3 月 31 日現在） 

 
当事業年度（B） 

（平成 1６年 3 月 31 日現在） 

 
比 較 増 減 
（B）―（A） 

〔 負 債 の 部 〕         
流 動 負 債 

 
６,６９９,０７３ 

 
６,５４７,１８６ 

 
△ １５１,８８６ 

  支 払 手 形 
  買 掛 金 
  短 期 借 入 金 
  未 払 金 
  未 払 費 用 
  未 払 法 人 税 等 
  預 り 金 
  そ の 他 

２,９０９,１３５ 
２,７４３,４８１ 

９４０,０００ 
１６,０３０ 
８５,２９９ 
２,６５７ 
２,４６１ 

７ 

１,４１９,９２８ 
２,６９１,１９５ 
２,３００,０００ 

１７,２４３ 
９１,０５７ 
６,９０５ 
３,７４０ 

１７,１１５ 

△ １,４８９,２０６ 
△ ５２,２８６ 

１,３６０,０００ 
１,２１３ 
５,７５８ 
４,２４７ 
１,２７９ 

１７,１０７ 

固 定 負 債 ２５８,０３０ ２７０,６７５ １２,６４４ 

  退 職 給 付 引 当 金 
  役員退職慰労引当金 

繰 延 税 金 負 債 

２１５,３２０ 
４２,７１０ 

― 

２０４,７０１ 
５２,２３０ 
１３,７４４ 

△ １０,６１９ 
９,５２０ 

１３,７４４ 

負 債 合 計 ６,９５７,１０４ ６,８１７,８６１ △ １３９,２４２ 

資 本 金 ３００,０００ ３００,０００ ― 

資 本 剰 余 金 １,３３３ １,３３３ ― 

 資 本 準 備 金 １,３３３ １,３３３ ― 

利 益 剰 余 金 １,２５６,４３４ １,２６６,５９８ １０,１６３ 

 利 益 準 備 金 
 任 意 積 立 金 
  固定資産圧縮積立金 
  別 途 積 立 金 

 当 期 未 処 分 利 益 

７５,０００ 
１,０４９,１８０ 

９９,１８０ 
９５０,０００ 
１３２,２５４ 

７５,０００ 
１,０４９,０９０ 

９９,０９０ 
９５０,０００ 
１４２,５０８ 

― 
△８９ 
△８９ 

― 
１０,２５３ 

その他有価証券評価差額金 △２３,９１４ ６７,５３６ ９１,４５０ 

自 己 株 式 △１,８１２ △１,８１２ ― 

資 本 合 計 １,５３２,０４１ １,６３３,６５６ １０１,６１４ 

負 債 及 び 資 本 合 計 ８,４８９,１４５ ８,４５１,５１８ △ ３７,６２７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ２２ 

 ( 2 )損益計算書 

（単位 千円） 

         期 別 
 
 
 科 目 

前事業年度（A） 
自 平成1４年4月 1日 

（                ） 
至  平成1５年3月31日 

当事業年度（B） 
自 平成1５年4月 1日 

（                ） 
至  平成1６年3月31日 

B  /  A    

（%）    

         

             

１９,４１８,５９８ 

１７,９２９,６７１ 

         

             

２０,０９９,１８３ 

１８,６２９,１２６ 

 

 

１０４ 

１０４ 

１,４８８,９２６ 

１,３３９,９３２ 

１,４７０,０５７ 

１,３３２,３５１ 

９９ 

９９ 

１４８,９９４ 

７,７２４ 

４７７ 

３,２５９ 

３,９８６ 

６９,６２０ 

１８,７４０ 

３６,８９１ 

１３,９８８ 

１３７,７０５ 

４１,９１７ 

２４,３９９ 

９,６８５ 

７,８３２ 

８８,６２４ 

２０,８９８ 

５２,３３１ 

１５,３９３ 

９２ 

５４３ 

５１０９ 

２９７ 

１９６ 

１２７ 

１１２ 

１４２ 

１１０ 

８７,０９８ 

― 

― 

３７,８５８ 

３７,８５８ 

９０,９９９ 

５,８１２ 

５,８１２ 

― 

― 

１０４ 

― 

― 

― 

― 
 

４９,２３９ 

３,０００ 

１１,３８６ 

２９,１００ 

 

９６,８１２ 

８,０００ 

― 

４８,６９８ 

 

 １９７ 

 ２６７ 

― 

１６７ 
 

 

 

 

２８,５２５ 

１０３,７２９ 

 

 

 

 

４０,１１４ 

１０２,３９４ 

 

 

 

 

１４１ 

９９ 

           

 

売 上 高           

売 上 原 価           

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息      

 受 取 配 当 金 

  雑 収 入 

営 業 外 費 用           

 支 払 利 息      

 為 替 差 損 

 雑 損 失 

経 常 利 益 

特 別 利 益           

 投資有価証券売却益 

特 別 損 失           

投資有価証券評価損 
 

 

 

 

税 引 前 当 期 純 利 益 

 法人税、住民税及び事業税 

 過年度法人税等戻入額 

  法 人 税 等 調 整 額 
  

 

 

当 期 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

当 期 未 処 分 利 益 

 

 

 

 

 

 

 

１３２,２５４ 

 

 

 

 

 

 

 

１４２,５０８ 

 

 

 

 

 

 

 

１０８ 

                                              

  

     



 ２３ 

( 3 )利益処分案 

 

（単位 千円） 
 前事業年度 

自 平成1４年4月 1日 
（                ） 
至  平成1５年3月31日 

当事業年度 
自 平成1５年4月 1日 

（                ） 
至  平成1６年3月31日 

 
当 期 未 処 分 利 益             
固定資産圧縮積立金取崩額 

 
１３２,２５４ 

２,４２９ 

 
１４２,５０８ 

２,３１１ 
計 

 
これを下記のとおり処分いたします。 
 
利 益 配 当 金             

（１株につき普通配当） 
取 締 役 賞 与 金 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金             
次 期 繰 越 利 益             
 

１３４,６８３ 
 
 
 

２９,９５０ 
（ ５円） 

― 
２,３３９ 

１０２,３９４ 
 

１４４,８２０ 
 
 
 

２９,９５０ 
（ ５円） 
５,０００ 

― 
１０９,８６９ 

 



 ２４ 

 重要な会計方針 

 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

    時価のあるもの……………決算末日の市場価格等に基づく時価法 

     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

    時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 

   子会社株式………………………移動平均法に基づく原価法 

2. たな卸資産の評価基準及び評価方法………総平均法に基づく原価法 

3. デリバティブの評価基準及び評価方法……時価法 

4. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産………定率法 

   ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）については定額法 

   によっております。 

（2）無形固定資産………定額法 

   ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく 

   定額法によっております。 

5. 引当金の計上基準 

  （1）貸倒引当金 

       債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

       等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    （2）退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 

       に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

       なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法に 

       より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理しております。 

    （3）役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく必要額を計上しております。 

   6.  リース取引の処理方法 

     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

         は通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

7.  ヘッジ会計の方法 

（1） ヘッジ会計の方法 

              繰延ヘッジ処理を採用しております。 

（2） ヘッジ手段及びヘッジ対象 

              ヘッジ手段…………通貨オプション取引 

       ヘッジ対象…………外貨建営業債務（外貨建予定取引を含む） 

（3） ヘッジ方針 

    社内管理規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象のキャッシュフロー変動の

累計とヘッジ手段のキャッシュフロー変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして有効性

を判断しております。 



 ２５ 

   8.  その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     消費税等の会計処理 

       消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

項   目 
前 事 業 年 度  

（平成１５年３月３１日現在） 
当 事 業 年 度  

（平成１６年３月３１日現在） 
１.有形固定資産の減価償却累計額 
２.受取手形裏書譲渡高 
 保証債務 
 手形債権譲渡高 

２９５,８３６千円 
４２,６８０千円 

３２４,５８５千円 
― 千円 

３０４,６４７千円 
２９,６６０千円 

３６５,０３９千円 
１,６５１,３３４千円 

 

（リース取引関係） 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

                           （前事業年度）      （当事業年度） 

   （1）リース物件の取得価格相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

     取得価格相当額（器具・備品他）       １３０,７２３千円     １０５,６３５千円 

     減価償却累計額相当額            ８９,５１０千円      ７６,３１８千円 

     期末残高相当額                       ４１,２１２千円      ２９,３１７千円 

   （2）未経過リース料   １年内             ２３,２７６千円       １９,７４６千円 

      期末残高相当額  １年超           １９,１１２千円       １０,２９１千円 

                 計            ４２,３８８千円       ３０,０３８千円 

  （3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

          支払リース料                    ３０,１５４千円       ２５,８４５千円 

          減価償却費相当額                  ２８,７９８千円       ２４,６７２千円 

          支払利息相当額                    １,１９０千円            ７１７千円 

  （4）減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。 

  （5）利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価格相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい 

    ては、利息法によっております。 

 



 ２６ 

 （税効果会計関係） 

                           （前事業年度）      （当事業年度） 

（1） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

   繰延税金資産 

       退職給付引当金繰入限度超過額       ７８,４００千円      ７８,０３６千円 

      繰越欠損金                ５４,３０９千円          ― 千円 

      貸倒引当金繰入限度超過額           ３７,９８５千円      ３４,８２６千円 

      賞与引当金損金算入限度超過額          ２４,４７６千円      ２８,４９０千円 

      役員退職慰労引当金否認額            １７,３８２千円      ２１,２５７千円 

      その他                      ２０,０９７千円       ３,５０７千円    

      繰延税金資産 小計            ２３２,６５２千円     １６６,１１７千円    

      評価性引当額             △２１,９２８千円    △２２,０９０千円    

      繰延税金資産 合計            ２１０,７２４千円     １４４,０２６千円    

 

    繰延税金負債 

      固定資産圧縮積立金認容額        ６８,００９千円      ６６,４２３千円 

      その他有価証券評価差額金             ― 千円        ４６,６９６千円     

      繰延税金負債 合計                   ６８,００９千円     １１３,１１９千円    

 

    繰延税金資産の純額                      １４２,７１４千円      ３０,９０７千円    

 

 

２．役員の異動（平成１６年６月２８日付） 

 

１．代表者の異動 

代表取締役社長      水戸 宏昭 (現 専務取締役営業本部長兼電線事業部長) 

２．新任取締役候補 

専務取締役営業本部長   井上 純吉 (現 顧問) 

３．新任監査役候補 

監査役（非常勤）     工藤 光廣 (現 日立化成工業㈱経営管理室収計担当部長) 

  ４．退任予定取締役 

    熊倉 邦彦 (現 代表取締役社長) 

５．退任予定監査役 

出羽 忠彦 (現 日立化成工業㈱執行役営業本部副本部長兼東京営業統括部長) 


